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研究成果の概要（和文）：本研究では、若年者が学校卒業から社会人へと移行する過程において発生する諸問題
に対して「LOSEF学生調査」を用いた研究を行った。新規学卒者の卒業後の進路決定要因についての分析結果か
らは、卒業後の進路の決定に関して家庭環境の影響はあまりみられないが、世帯収入の高い家庭では、就職先が
決定している確率が有意であった。また、学生のメンタルヘルスが悪い場合、就職決定確率が低下することが明
らかになった。このことは今後の学生の就職指導において非常に有意義な結果を得られたといえる。奨学金受給
に関しては、国民年金保険料の未納を抑制する効果を持つ一方で、初期キャリアには影響を及ぼさないことが明
らかとなった。

研究成果の概要（英文）：We conducted the “LOSEF Students Survey” to study various issues that 
young people encounter during their transition from school to work. We analyzed the factors that 
affect the new graduates’ career decisions. We find that the effects of family environment on 
career decisions are limited; however, for students from families with high household income, the 
probability that these students secure employment right after graduation was significantly higher. 
Also, when students suffer from poor mental health, they are less likely to secure employment right 
after graduation. These findings are very important in providing career guidance to students. 
Further, it was identified that while receiving student loan is instrumental in reducing the 
students’ non-payment of national health insurance premiums, the loan itself does not have a 
positive effect on their likelihood of securing initial employment.

研究分野： 経済政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究開始当初の背景は、2010 年度から

進められていた特別推進研究プロジェクト
「世代間問題の経済分析：さらなる深化と飛
躍」（研究代表者：高山憲之）から派生し、
研究対象を若年層に特化した研究を行うと
いうものである。今日、若者を取り巻く問題
は複雑かつ重層的であるので、研究対象を若
者に限定した研究課題に取り組むことが必
要であると考えられた。 
本研究課題では、第 1 に、人間関係・社会

経済的要因の就業意欲への影響と、その影響
プロセスについて検討する。その背景として、
文部科学省「学校基本調査」によれば、2013
年 3 月大学学部卒業者の進路では、卒業者の
うち正規就業でない者や一時的な仕事に就
いた者、進学も就職もしなかった者が約 2割、
11 万 5 千人以上の若者が大学卒業直後に安
定的な雇用に就いていなかったことが報告
されている。さらに、非正規雇用にある若者
は 2012 年で 180 万人、若年無業者は 63 万
人であった。加えて、内閣府「こども若者白
書」平成 25 年版によれば、「ひきこもり」は
69.6 万人と推定されている。このように、学
校から社会への移行が円滑に進まないこと
は、単に個人の問題だけではなく、日本全体
にとっても大変憂慮すべき事態であり、迅速
な政策的対応が求められている。他方、職場
においては、「うつ病」等の精神疾患により
長期休職や労働市場からの退出を余儀なく
される者も少なくない。近年、「新型うつ」
などメンタルヘルスに問題を持つ若手社員
も増加中である。多くの国が精神疾患により
莫大な経済的社会的損失を被っている。欧州
を中心とする国々ではメンタルヘルスに問
題を抱える若者の学業から就業への移行プ
ロセスについて本格的な考察が行われてい
る。しかし、日本では、若者の学校から社会
への移行に関する研究は、データの未整備等
もあり、これまであまり蓄積されてこなかっ
た。そのため、これらのことを明らかにする
ことは、我が国にとっては生産年齢人口が減
少する中で、生産性を低下させないためにも
喫緊の課題であると考えられたためである。   
第 2 に、2007 年の文部科学省報告書によ

れば、日本で大学生活を送るための年間費用
は、平均約 200 万円である。そのため、大学
生の子を持つ家庭では教育費がかなり大き
な負担になっている。世帯所得が低い家庭の
大学生にとって、奨学金は重要な教育費の財
源となる。奨学金受給者は増加の一途を辿り、
2010 年度には大学生の約 3 人に 1 人が日本
学生支援機構から奨学金の賃与を受けてい
た。一方で、若者の国民年金未納は現在、大
きな問題となっている。学生の間は、国民年
金は学生納付特例などが適用されるが、それ
でも未加入や未納である学生が少なくない。
そこで、どのような属性を持つ若者が年金未
加入・未納になるのか、その理由は何なのか
について詳しく調べる必要があると考えた。 

２．研究の目的 
本研究は、若年者が学校卒業から社会人へ

と移行する過程において発生する諸問題に
対して社会科学的に新たな知見を得ること
を目的としている。本研究では、学業から就
業への移行問題に着目し、若年問題の本質を
探る。その中で、学校卒業前後の若者を対象
にした、彼らの生活状況および就業決定プロ
セス等に関する調査 LOSEF 学生版を実施し、
学生から社会人へ変化する若者の軌跡を追
い、その実態を的確に把握する。そして、学
校卒業前後の若者が抱える経済的な諸問題
に対する諸側面を多面的に明らかにする。こ
の調査結果を用いて、「家族関係や友人関係」
「親の学歴、職業、所得」等の人間関係・社
会経済的要因の就業意欲への影響と、その影
響プロセス、また、学生時代の親の経済状
況・奨学金受給の有無による卒業後の本人の
就業状況、さらに、卒業前後の年金意識と保
険料納付の実際等を解明する。前述のように
現在の日本では、非正規雇用、若年無業者、
「ひきこもり」の若者など多くの問題がある。
このような、学校から社会への移行が必ずし
も円滑に進まないことは、単にそれぞれの若
者１人ひとりの問題ではなく、日本全体にと
っても大変憂慮すべき事態であり、迅速な政
策的対応が必要である。そこで、本研究では
日本において海外の研究との比較に耐えう
るようなデータを構築し、それを用いて、こ
の問題を分析することを目的とした。さらに、
奨学金に関しては、奨学金は大学等で学ぶ学
生にお金を貸す制度で、日本においては返済
が必要な貸与型奨学金が主流である。世帯所
得が低い家庭の大学生にとって、奨学金は重
要な教育費の財源となる。一方、若者の国民
年金未納は現在、大きな問題となっている。
学生の年金未納・未加入については、解明す
べき余地が多い。本研究では、卒業前後に関
するパネル調査を実施し、奨学金受給と年金
との関係等を明らかにして未納対策のあり
方を考察する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、社会調査の実施、そのデータ

を用いた実証分析、論文執筆および学術雑誌
への投稿、学会や研究会での発表等による研
究成果の公表を行った。具体的には、2011 年
度に実施されたLOSEF学生版のパイロット調
査および 2013 年度に実施された調査をもと
に、これらの調査で得られた豊富な実績と経
験を活かしながら、2014 年度に本格的な学生
調査とそのフォローアップ調査を実施した。
すでに実施されたLOSEF学生調査の結果を踏
まえながら、回答率の高低や回答者からのコ
メントなどを参考にし、入念に調査票を部分
的に改訂設計し、拡大した調査票とした。
LOSEF 学生調査では、調査項目として、年齢、
性別等の基本属性の他に、学生生活や進路、
卒業後の仕事、家族の状況、アルバイトやボ
ランティア活動、家族関係や友人関係、親の



学歴、職業、所得等の人間関係・社会経済的
項目、さらに主観的ウェル・ビーイングを含
む心理スコアや国民年金保険料の納付状況
など、学生生活や家庭背景、就職活動への取
り組みなどを中心とした詳細な項目で構成
されている。そして、これらのデータを用い
て、学術論文を執筆し、学会で発表を行った。 
 
４．研究成果 
(1)新規学卒者の就職問題は重要なテーマで
あるとの認識から、若者の学業から就業への
移行に関して、学生時代の過ごし方が就業選
択にどのような影響があるか、卒業後の進路
の決定要因についての分析を行った。本研究
で分析に用いたLOSEF学生調査の調査対象者
は 2014 年 3 月に卒業予定の日本全国に在住
する学生1187人である。研究の背景として、
日本において新規学卒者の就職は、1980 年代
においては学校を通じての一括採用が広く
行われていた。しかし、1990 年代に日本経済
が長期不況に陥ると若年者の雇用環境は大
きく変化した。フリーター等の非正規就業や
若年無業といった若年の就業問題が社会問
題化してきた。日本では、所得分配の不平等
化が進んでおり、格差社会に入ったと指摘さ
れているが、このような非正規就業や若年無
業といった若年の就業問題は格差の拡大に
つながる恐れがある。本研究で使用したデー
タでは、就職を希望する学生は約 8割を占め
ていた。そこで、卒業後の進路として就職希
望である学生に焦点を当て、進路の決定状況
と、学校生活や親の学歴、所得状況、そして
メンタルヘルスの状況等との関連について
分析を行った。分析方法としてプロビット分
析を用いた。被説明変数は、就職を希望して
いる学生のうち卒業後の進路が決定してい
るか否かである。説明変数は、年齢、性別、
父親の学歴、母親の学歴、世帯収入、授業出
席率、勉強好意度、学校生活の充実度、勉強
する時間帯、TOEIC 受験の有無、資格の有無、
アルバイト経験、ボランティア活動の有無、
さらに、本研究での特徴として、過去 30 日
間の情緒傾向を用いた。主な分析結果は次の
とおりである。第 1 に卒業後の進路の決定に
関して、家庭環境の影響はあまりみられない
が、男女全体や男性のみの結果では、世帯収
入の高い家庭では有意であった。また男子大
学生については、父親が高学歴である場合、
進路の決定に影響を与えるものの、就職の決
定確率を低下させることが明らかになった。
第 2 に、学生生活を振り返ったとき、充実し
た学生生活を送ったと考えることができる
学生の就職決定確率は大きく高まることが
明らかになった。また、TOEIC を受験してい
る学生は、就職の決定確率が高くなっており、
TOEIC 受験への積極性が評価されているこ
とを示唆する結果となった｡さらに女子大学
生に関しては、授業出席率が高い場合、就職
決定確率が高くなることがわかった｡そして
第 3に、本研究での特徴であるメンタルヘル

スとの関連について、過去 30 日間の情緒傾
向についてのメンタルヘルスが悪い傾向が
見られる場合には、就職決定確率を低下させ
ていた。すなわち、 学生のメンタルヘルス
が悪いことと就業決定には関連があること
がここで示されたのは有意義であった。学生
のメンタルヘルスが悪いと就職決定確率が
低下するということがここでの分析から関
連が確認できたことは大きな発見であった。
日本における学生を対象とした研究で明ら
かになったこのことは、今後、各大学等にお
いての学生の日頃の学生生活での様々な支
援の取り組みや就職指導において重要な示
唆を与えるものである。 
(2)奨学金受給が大学生の学生生活と初期キ
ャリアに及ぼす影響についての研究を行っ
た。日本では、奨学金受給率は過去 20 年間
一貫して上昇しており、奨学金が受給者にど
のような影響を及ぼすかを理解することは、
近年益々重要になってきている。本研究では、
LOSEF 学生調査を用いて、奨学金受給の有無、
大学在籍時の勉学への姿勢や成果、学生生活
の充実度や悩み事、主観的ウェル・ビーイン
グ、初期キャリア、アルバイト経験、国民年
金保険料の納付状況について検証するもの
である。本調査は、勉学への姿勢や成果（授
業への出席率、留年経験の有無等）、勉学に
限定されない学生生活の諸側面（学生生活の
充実度、悩み事等）、初期キャリア（卒業後
の進路、卒業後 1年目の就業状況等）に関す
る詳細な情報を集めている。LOSEF 学生調査
は，奨学金受給者に関して，高等教育機関在
籍時だけでなく卒業後の状況も詳細に把握
できるという、日本では数少ない貴重なデー
タソースである。本研究の分析対象となるサ
ンプル数は 865 人である。これら、865 人の
うち、奨学金受給者は約 4割の 353人である。
記述分析からは、奨学金受給者と非受給者の
間には結果に違いが見られる。具体的には、
奨学金受給者は非受給者に比べて、授業内容
の理解度が低いと回答した割合、国民年金保
険料を納めていないと回答した割合が有意
に低い。また、経済的な事への不安が大きい
と回答した割合、卒業後 1年目の状況が学校
卒業直前に計画した通りではないと回答し
た割合が高い。しかし同時に、受給者と非受
給者では、奨学金受給の有無が決まる前の時
点での属性も異なる。例えば、奨学金受給者
は非受給者に比べて、父親の最終学歴が大卒
以上と回答した割合、母親の最終学歴が大卒
以上と回答した割合、私立高校出身の割合、
関東地区出身の割合が有意に低い。一方、15
歳時点での暮らし向きが苦しかったと回答
した割合、国公立高校出身の割合、未熟児で
あった割合、年下の兄弟の人数、東北地区出
身の割合、九州地区出身の割合が有意に高い。
2 つのグループの平均的な結果の差は、こう
した属性の違いを反映している可能性があ
るため、単純な記述分析からは、奨学金の効
果を識別することはできない。そこで、さら



に詳しく検討するために、プロペンシティ・
スコアの推定を行うため、奨学金受給の有無
を表すダミー変数を被説明変数、奨学金受給
の有無が決まる時点で所与となっていた個
人の属性を表す変数を説明変数とするプロ
ビット・モデルの推定を行った。推定結果か
ら、15 歳時点の暮らし向きが苦しかったこと、
年下の兄弟がいること、関東地区以外の出身
であること、若い年代であること（2013 年調
査参加者）は、奨学金を受給する確率を有意
に高めており、父親・母親の最終学歴が大卒
以上であることは、奨学金を受給する確率を
有意に低めることがわかった。さらに、プロ
ペンシティ・スコア・マッチング法による推
定による結果からは、奨学金受給は学生が授
業内容を理解しないままでいることを抑制
する可能性がある。次に、奨学金受給は、学
生生活が充実していないと感じることを防
ぐ。さらに、国民年金保険料の未納を抑制す
る効果を持つことがわかった。一方で、経済
的なことへの不安感を高め、アルバイトに費
やす時間を増加させることが示唆された。ま
た、初期キャリアへの影響は見出せなかった。
現在、日本においては、若者の国民年金未納
は非常に大きな問題であり、その一方で、奨
学金受給者は大学生の約３人に 1 人である。
このような状況下で、奨学金受給が、国民年
金保険料の未納を抑制する効果を持つこと
が本研究によってわかったことは非常に大
きな収穫であったといえる。今後の若年層の
年金未納問題への政策にも寄与するものと
考えられる。 
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